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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波を用いて記録媒体の坪量を判別する記録媒体判別装置であって、
　予め設定される周波数の超音波を出力する送信部と、
　前記送信部から出力されて記録媒体を透過した超音波を受信して、受信信号を出力する
受信部と、
　前記受信信号の周期に応じたピーク成分を有する信号を演算する演算部と、
　前記演算部で演算した信号に基づいて記録媒体の坪量を判別する判別部と
を有することを特徴とする記録媒体判別装置。
【請求項２】
　前記送信部から前記予め設定される周波数の超音波を送信するための駆動信号を出力す
る信号出力部を有し、
　前記判別部は、前記演算部で演算した信号を前記駆動信号の１周期の区間において検出
し、検出した信号を用いて前記記録媒体の坪量を判別することを特徴とする請求項１に記
載の記録媒体判別装置。
【請求項３】
　前記判別部は、前記演算部で演算した信号を、前記駆動信号を出力した時点から一定時
間経過後に検出し、検出結果を用いて記録媒体の坪量を判別することを特徴とする請求項
２に記載の記録媒体判別装置。
【請求項４】
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　前記判別部は、記録媒体が前記送信部と前記受信部との間に存在しない状態で前記送信
部から超音波を出力させて、前記受信部から出力された前記受信信号を検出して、検出結
果に基づいて、記録媒体が前記送信部と前記受信部との間に存在する状態における、前記
演算部で演算した信号の検出タイミングを決定することを特徴とする請求項１に記載の記
録媒体判別装置。
【請求項５】
　前記送信部から前記予め設定される周波数の超音波を送信するための駆動信号を出力す
る信号出力部を有し、
　前記検出タイミングとは、前記演算部で演算された信号の値が予め設定された閾値を超
えた時点から前記駆動信号の周期の整数倍に対応した時間経過後であることを特徴とする
請求項１に記載の記録媒体判別装置。
【請求項６】
　前記判別部は、前記駆動信号の周期の整数倍に対応した時間経過後に、前記駆動信号の
１／２の周期の区間で前記演算部で演算した信号を検出することを特徴とする請求項５に
記載の記録媒体判別装置。
【請求項７】
　前記判別部は、記録媒体が前記送信部と前記受信部との間に存在しない状態で超音波を
出力して前記演算部で演算した信号と、記録媒体が前記送信部と前記受信部との間に存在
する状態で超音波を出力して前記演算部で演算した信号とを用いて記録媒体の坪量を判定
することを特徴とする請求項１に記載の記録媒体判別装置。
【請求項８】
　前記判別部は、前記演算部で演算した信号の極大値を用いて記録媒体の坪量を判別する
ことを特徴とする請求項１乃至７のいずれかに記載の記録媒体判別装置。
【請求項９】
　画像形成装置であって、
　記録媒体に画像を形成する画像形成部と、
　予め設定される周波数の超音波を出力する送信部と前記送信部から出力されて記録媒体
を透過した超音波を受信して、受信信号を出力する受信部とを有する坪量検知センサと、
　前記受信信号の周期に応じたピーク成分を有する信号を演算する演算部と、
　前記演算部で演算した信号に基づいて前記画像形成部の画像形成条件を設定することを
特徴とする画像形成装置。
【請求項１０】
　更に、前記演算部で演算した信号に基づいて記録媒体の坪量を判別する判別部とを有し
、
　前記判別部の判別結果に応じて前記画像形成部の画像形成条件を設定することを特徴と
する請求項９に記載の画像形成装置。
【請求項１１】
　前記送信部から前記予め設定される周波数の超音波を送信するための駆動信号を出力す
る信号出力部を有し、
　前記判別部は、前記演算部で演算した信号を前記駆動信号の１周期の区間において検出
し、検出した信号を用いて前記記録媒体の坪量を判別することを特徴とする請求項１０に
記載の画像形成装置。
【請求項１２】
　前記判別部は、前記演算部で演算した信号を、前記駆動信号を出力した時点から一定時
間経過後に検出し、検出結果を用いて記録媒体の坪量を判別することを特徴とする請求項
１０に記載の画像形成装置。
【請求項１３】
　前記判別部は、記録媒体が前記送信部と前記受信部との間に存在しない状態で前記送信
部から超音波を出力させさせて、前記受信部から出力された前記受信信号を検出して、検
出結果に基づいて、記録媒体が前記送信部と前記受信部との間に存在する状態における、



(3) JP 5274370 B2 2013.8.28

10

20

30

40

50

前記演算部で演算した信号の検出タイミングを決定することを特徴とする請求項１０に記
載の画像形成装置。
【請求項１４】
　前記送信部から前記予め設定される周波数の超音波を送信するための駆動信号を出力す
る信号出力部を有し、
　前記検出タイミングとは、前記演算部で演算された信号の値が予め設定された閾値を超
えた時点から前記駆動信号の周期の整数倍に対応した時間経過後であることを特徴とする
請求項９に記載の画像形成装置。
【請求項１５】
　前記駆動信号の周期の整数倍に対応した時間経過後に、前記駆動信号の１／２の周期の
期間で前記演算部で演算した信号を検出することを特徴とする請求項１４に記載の画像形
成装置。
【請求項１６】
　前記判別部は、記録媒体が前記送信部と前記受信部との間に存在しない状態で超音波を
出力して前記演算部によって出力された演算信号と、記録媒体が前記送信部と前記受信部
との間に存在する状態で超音波を出力して前記演算部によって出力された演算信号とを用
いて記録媒体の坪量を判定することを特徴とする請求項１０に記載の画像形成装置。
【請求項１７】
　前記判別部は、前記演算部で演算した信号の極大値を用いて記録媒体の坪量を判別する
ことを特徴とする請求項１０乃至１６のいずれかに記載の記録媒体判別装置。
【請求項１８】
　前記送信部から前記予め設定される周波数の超音波を送信するための駆動信号を出力す
る信号出力部を有し、
　記録媒体が前記送信部と前記受信部との間に存在しない状態で超音波を出力して、前記
駆動信号が出力されてから前記演算部で演算した信号を検出するまでの時間を用いて、前
記画像形成装置の機内の温度を演算し、演算した温度に基づいて前記画像形成条件を設定
することを特徴とする請求項９に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、記録媒体の種類を判別する判別装置および、その判別装置を搭載した画像形
成装置に関する。より詳細には、記録媒体に超音波を照射して、記録媒体を透過した超音
波を検出して、記録媒体の坪量を判別する判別装置、および、この判別装置の判別結果を
用いて画像形成条件を可変制御する複写機、レーザープリンタ等の画像形成装置に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　複写機、レーザープリンタ等の画像形成装置は、画像形成部としての像担持体、現像部
、転写部、定着部とを含み、各部の機能は以下のとおりである。
【０００３】
　像担持体は例えば感光層を有する感光ドラムであって静電潜像が形成される。静電潜像
は、例えばレーザビームによって露光することによって形成される。また、現像部として
の現像器は、この像担持体に形成された静電潜像に現像剤を付与して静電潜像を可視化す
る機能を有し、例えば現像ローラを用いることができる。また、転写部としては、例えば
転写ローラが用いられ、搬送される記録媒体に現像剤像を転写する機能を有する。また、
定着部としての定着装置は加熱ローラと加圧ローラから構成される。そして、転写ローラ
によって現像剤像が転写された記録媒体を加熱ローラと加圧ローラとによって加熱及び加
圧することにより記録媒体に現像剤像を定着させる機能を有する。
【０００４】
　従来、かかる画像形成装置においては、例えば、外部装置としてのコンピュータ等によ
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る設定、もしくは画像形成装置本体に設けられた操作パネルに記録媒体のサイズや種類（
以下、紙種ともいう）がユーザによって設定される。そして、その設定に応じて例えば上
記の転写部における転写条件（例えば転写電圧や転写時の記録媒体の搬送速度）や定着条
件（例えば、定着温度や定着時の記録媒体の搬送速度）が設定されるよう制御されている
。
【０００５】
　このようなコンピュータや操作パネルからのユーザ設定の負担を軽減するために、近年
では、画像形成装置の内部に記録媒体を判別する判別部としての判別センサ等を備えて、
記録媒体の種類を自動的に判別する機能を持たせた画像形成装置が提供されている。この
ような装置は、自動的に記録媒体の種類を判別し、判別結果に応じて上述の転写条件や定
着条件が設定されるよう制御する。
【０００６】
　具体的には、特許文献１に提案されているように、記録媒体を判別するセンサに対向す
る位置にＬＥＤ等の発光源を設け、記録媒体を透過した透過光を検知する（透過した光の
強度）ことにより厚さを判別するものがある。更には特許文献２において提案されている
ように、記録媒体に対して超音波を照射し、記録媒体を透過する超音波の透過率を検知す
ることにより、記録媒体の坪量（単位面積あたりの重量）を判別するものがある。
【０００７】
　上記特開昭５７－１３２０５５号公報のように、超音波で記録媒体の坪量を測定する場
合、超音波送信部（以下、送信部とも記す）と超音波受信部（以下、受信部ともいう）の
間での超音波の干渉や、送信部と記録媒体又は記録媒体と受信部の間で起こる超音波の反
射波の影響を考慮しなければならない。
【０００８】
　また、超音波を用いたセンサを上記の画像形成装置に適用する場合、記録媒体を搬送す
る搬送路や搬送ローラ等の部材によって超音波が反射されるため、その反射波の影響も考
慮する必要がある。例えば、これらの影響を低減する方法としては、特許文献２で開示さ
れているように、送信部と受信部の間における超音波の伝搬時間を予め計算しておき、送
信部からの反射された超音波の最初の干渉が受信部に到達する以前に測定を終了させる方
法が提案されている。また、反射波の影響を低減する他の方法として、特許文献３におい
て提案されているように、搬送路に対して送信部と受信部を斜めに配置し、送信部と記録
媒体又は記録媒体と受信部の反射される超音波の影響を防ぐ方法が提案されている。また
、特許文献４において開示されているように、送信部及び受信部の周辺に吸音材（ガイド
）を配置し、周囲の部材から反射される超音波を低減する方法が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００１－１３９１８９号公報
【特許文献２】特開昭５７－１３２０５５号公報
【特許文献３】特開２００１－３５１１４１号公報
【特許文献４】特開２００５－０８２３５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　近年では印字品質に対する要求はより高くなっており、ユーザが使用する多種多様な記
録媒体に対して印字品質を低下させずに画像を形成する必要がある。つまり、記録媒体の
種類をより正確に判別して、記録媒体の種類に応じて画像を形成することが要求されてい
る。特に記録媒体の坪量を正確に検知するためには、超音波を用いて記録媒体の坪量の検
知を行う方式が有効である。超音波による検知方式においては、センサの周囲には他の部
材が存在せず、かつ、センサ周囲の環境を一定の条件下に保つことが望ましい。なぜなら
、他の部材で反射された超音波が受信されて検出される超音波のレベルが変動し、環境が
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変動することによって検出される超音波のレベルが変動するからである。しかしながら、
超音波による検知方式のセンサを画像形成装置に適用する場合は、次のような状況から、
センサ周囲の状態や環境を一定の条件に保つことが難しい。
【００１１】
　まず、記録媒体を搬送する状態では、記録媒体の姿勢は常に一定ではない。つまり、記
録媒体は搬送されることによって振動する。これを一般に、記録媒体のバタツキという。
このバタツキは、例えば搬送方向に対して垂直方向に振動したり、撓んだり、傾いたりす
る現象である。このバタツキによって記録媒体は常に同じ姿勢、及び、同じ位置に搬送さ
れることは少ない。このバタツキは、送信部と記録媒体、記録媒体と受信部との間の距離
が記録媒体を搬送するたびに変動し、受信部での受信信号のレベルが変動するため、正確
に受信信号を検出できない可能性がある。
【００１２】
　また、センサを搭載した画像形成装置が設置される環境は常に一定の温度、湿度、気圧
であるとは限らない。周囲が例えば常温や常湿度でない場合、例えば低温、低湿度、高温
、高湿度の各環境毎に超音波の空気中における伝搬速度が変化する。そのため、超音波の
送信してから常温、常湿度の時と同じタイミングで検知した場合には受信信号のレベル（
電圧値）が変わる可能性がある。また、温度や湿度に加え、気圧の変動によっても送信部
の送信信号の振幅が変動するため、それに応じて受信信号のレベルが変動することが考え
られる。
【００１３】
　また、センサの周囲には、画像形成を行うための様々な部材が存在している。超音波は
、送信部や受信部の周囲の部材によって反射し、センサで検出される超音波は反射した超
音波の影響を受ける（干渉する場合がある）。例えば、超音波信号が送信されてからその
信号のレベルが一定の値に安定した段階で得られる信号は、反射した超音波を含んだ信号
となり正確なレベルではなくなっている。
【００１４】
　例えば、上述の特許文献２に開示される方式は、超音波の反射波の影響を受けないよう
に超音波を受信する方式である。そのために、記録媒体が存在しない状態で送信部から受
信部までの超音波の伝搬時間を測定して、記録媒体が有る状態で、測定した伝搬時間後に
受信部で超音波を受信した信号に基づいて記録媒体の坪量を判定している。
【００１５】
　つまり、特許文献２では、超音波の伝搬時間は送信部の駆動開始から受信部が受信した
出力波形の立ち上がりをもって定義されている。しかし、超音波信号の出力波形の立ち上
がりは、周囲の環境（温度、湿度、気圧等）の変化に伴って変動する。したがって、上記
の伝搬時間が変動することになる。この変動分を補正（またはキャンセル）するためには
、超音波の伝搬時間の測定と記録媒体の測定とを交互に、かつ、頻繁に行う必要がある。
しかし記録媒体の判別のための伝搬時間の測定を頻繁に実行すると、判別のための手順が
非常に煩雑になり、かつ、時間がかかってしまう。
【００１６】
　また、超音波の送信部と受信部との間に記録媒体が存在する場合は、記録媒体による超
音波の減衰が生じる、記録媒体の種類、例えば、坪量が大きい記録媒体の場合には、特許
文献２の方式によれば、測定開始から受信波形の１周期分の出力を検出する方式であり、
坪量が大きい記録媒体等では受信信号の最初の数周期分の出力が極めて微少であり、充分
な出力を得られない可能性がある。
【００１７】
　本発明は、上記問題に鑑みてなされたもので、超音波を用いて記録媒体の坪量を検知す
る場合に、記録媒体の変動、センサの周囲の部材からの反射や環境変動の影響を低減して
、簡易な方法で坪量判別精度を向上させることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
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　上記課題を解決するための、本発明の記録媒体判別装置は、予め設定される周波数の超
音波を出力する送信部と、前記送信部から出力されて記録媒体を透過した超音波を受信し
て、受信信号を出力する受信部と、前記受信信号の周期に応じたピーク成分を有する信号
を演算する演算部と、前記演算部で演算した信号に基づいて記録媒体の坪量を判別する判
別部とを有することを特徴とする。
【００１９】
　また、本発明の画像形成装置は、記録媒体に画像を形成する画像形成部と、予め設定さ
れる周波数の超音波を出力する送信部と前記送信部から出力されて記録媒体を透過した超
音波を受信して、受信信号を出力する受信部とを有する坪量検知センサと、前記受信信号
の周期に応じたピーク成分を有する信号を演算する演算部と、前記演算部で演算した信号
に基づいて前記画像形成部の画像形成条件を設定することを特徴とする。
【発明の効果】
【００２０】
　以上説明したように、本発明によれば、音波を用いて記録媒体の坪量を検知する場合に
、記録媒体の変動、センサの周囲の部材からの反射や環境変動の影響を低減して、簡易な
方法で坪量判別精度を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】実施例１に係る記録媒体の坪量検知センサの構成を示す図である。
【図２】実施例１に係る記録媒体の坪量検知センサにおける制御部の構成を示すブロック
図である。
【図３】本発明の第１実施例に係る記録媒体の坪量検知センサにおける受信部ならびに受
信演算部を概略回路図の一例である。
【図４】本発明の第１実施例に係る記録媒体の坪量検知センサにおける波形の一例を示す
図である。
【図５】実施例１に係る信号検出のフローチャートである。
【図６】実施例１に係る記録媒体の坪量検知センサにおける検知結果の一例を示す図であ
る。
【図７】実施例１に係る記録媒体の坪量と演算出力との関係を示す一例である。
【図８】実施例２に係る記録媒体の坪量検知手段における波形の一例を示す図である。
【図９】実施例２に係る記録媒体の坪量検知手段における比較例の検知結果を示す図であ
る。
【図１０】実施例２に係る記録媒体の坪量検知手段における検知結果を示す図である。
【図１１】実施例４に係るカラー画像形成装置の構成を示す概略図である。
【図１２】実施例４に係る画像形成装置のＣＰＵが制御する各ユニットの構成を示す図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、図面を用いて本発明の実施形態について説明する。なお、以下に示す実施形態は
一例であって、この発明の技術的範囲をそれらのみに限定する趣旨のものではない。
【実施例１】
【００２３】
　本発明の第１の実施形態に係る記録媒体の坪量を検知する坪量判別装置の構成、及びそ
のセンサを用いた記録媒体の坪量を検知する動作について、図１および図２を用いて説明
する。
【００２４】
　図１は、記録媒体Ｐの坪量を検知する坪量判別装置の構成を示している。坪量判別装置
は坪量検知センサと記録媒体Ｐを搬送する機構とを有している。坪量検知センサは、記録
媒体Ｐに対して超音波を照射する送信部３０と送信部３０から照射された超音波を受信す
る受信部４０とを備えている。そして、送信部３０から照射される超音波をガイドするガ
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イド部材と記録媒体Ｐを透過した超音波を受信部４０へガイドするガイド部材とを備えて
いる。また、記録媒体Ｐを搬送する機構は、記録媒体Ｐを搬送する搬送ローラ５と、それ
に対向して設けられた搬送対向ローラ６と記録媒体Ｐの搬送路を形成する搬送ガイド４９
を備えている。
【００２５】
　なお、坪量検知センサの送信部３０と受信部４０の夫々は所定位置に配置されるが、本
実施例における配置位置は、送信部３０と記録媒体Ｐとの距離と受信部４０と記録媒体Ｐ
との距離が略等しい位置である。図１で説明すると、送信部３０と受信部４０との間の距
離はＤである。送信部３０と記録媒体の距離をｄとすると、図１は記録媒体が送信部３０
と受信部４０との間の中間の位置に搬送された状態を示しておりｄ＝Ｄ／２の関係になる
ように配置している。なお、実際に記録媒体が搬送された際は、このｄの値が変動するこ
とになる。
【００２６】
　送信部３０と受信部４０は同様の構成であり、機械的変位と電気信号の相互変換素子で
ある不図示の圧電素子（ピエゾ素子とも言う）及び電極端子から成る。送信部３０では、
電極端子に所定周波数のパルス電圧を入力すると圧電素子が発振して音波が発生されて空
気中を伝搬する。音波が記録媒体Ｐまで到達すると、音波によって記録媒体Ｐが振動する
。記録媒体Ｐが振動することにより、対向側の空気も振動する。このように、送信部３０
で発生された音波が、記録媒体Ｐを介して受信部４０に伝搬する。受信部４０の圧電素子
は、受信した音波の振幅に応じた出力電圧を電極端子に発生させる。これが圧電素子を用
いて超音波を送受信する場合の動作原理である。
【００２７】
　なお、送信部３０から照射される超音波をガイドするガイド部材及び記録媒体Ｐを透過
した超音波を受信部４０へガイドするガイド部材を配置することによって反射波の影響を
低減し、かつ、超音波の指向性を向上できる。つまり、周辺の部材からの超音波の反射波
の影響が低減されるとともに、送信部３０から照射される超音波がガイド部材によって指
向性が付与されて、受信部４０において受信する超音波のエネルギー（振動波形の振幅レ
ベル）の減衰を低減する効果も得られる。なお、図１及び図２は、坪量検知センサの構成
及び制御を実現する際の一例であり、この構成に限定されるものではない。
【００２８】
　図２は、坪量判別装置の坪量検知センサの動作を説明するための制御ブロック図であり
、図４は坪量検知センサが動作した時の送信部３０を駆動するための駆動信号と受信部４
０での受信信号、受信信号を演算した結果の出力波形を示している。まず、記録媒体Ｐの
坪量検知動作の一例を図２を用いて説明する。なお、ＣＰＵ６０は、坪量検知センサの超
音波の送信動作及び受信動作を制御する制御部、また、受信信号に基づく記録媒体の判別
動作を行う判別部として機能する。
【００２９】
　ＣＰＵ６０は、送信部３０から所定周波数の超音波を送信するために、超音波発信信号
５２を送信制御部５０に送る。送信制御部５０は周波数生成部５０１と増幅器５０２を有
し、送信部３０に対して信号を出力する信号出力部である。超音波発信信号５２は、送信
部３０を駆動するタイミングや送信する超音波信号の周波数の情報を含んでいる。これら
の情報は予め不図示のＲＯＭ内に記憶（設定）される。送信制御部５０の周波数生成部５
０１は、超音波発信信号５２に基づいて、設定された周波数の駆動信号５３を生成し、出
力する（図４のａ）。増幅器５０２によって駆動信号５３の信号のレベル（電圧値）は増
幅され、増幅器５０２は増幅された駆動信号５４を指定されたタイミングで送信部３０に
出力する。この駆動信号５４によって、送信部３０は超音波を出力する。本実施例では、
超音波の駆動周波数を４０ＫＨｚ（送信部３０の駆動周波数が４０ＫＨｚ）としており、
約８．６ｍｍの波長を有する超音波信号である。なお駆動周波数は予め設定されるもので
あり、送信部及び受信部の構成、坪量判別精度等に応じて適切な範囲で駆動周波数を選択
すればよい。
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【００３０】
　受信部４０は、送信部３０からの超音波、または、記録媒体Ｐを透過した超音波を受信
して、受信した超音波の強度を示す信号５５（図４のｂ）を演算部５１に出力する。演算
部５１は、増幅器５１１、整流器５１２、平滑器５１３を有する。演算部５１は受け取っ
た超音波の強度を示す信号５５を増幅器５１１で増幅されて信号５６となる。そして、信
号５６が整流器５１２で整流されて信号５７が出力される。さらに、信号５７が平滑器５
１３で平滑された結果の演算出力５８を生成する（図４のｃ）。演算出力５８はＣＰＵ６
０に入力され、ＣＰＵ６０は入力された演算出力５８を用いて、記録媒体Ｐの坪量を判別
する処理を行う。この処理については、後述する。また、ピークホールドレジスタ１０１
は後述するピークホールド動作で得た値を記憶するレジスタであり、リセット部１０２は
、ＣＰＵ６０内のカウンタ（不図示）をリセットする機能を有している。
【００３１】
　なお、平滑器５１３によって図４のｃに示すようなリップル成分を有する信号を出力す
るために、本実施例では、平滑器５１３としては放電時のみ時定数を与えた回路を用いて
いる。なお、本実施例の回路の時定数は１ｍｓに設定している。この時定数は、上記の超
音波センサの構成を用いて実験を行って得られた最適な時定数である。駆動周波数を変更
した場合には当然この時定数もあわせて変更すればよい。
【００３２】
　図２を用いて説明した、受信部４０ならびに演算部５１の具体的な回路構成例を図３に
示す。抵抗Ｒ１は受信部４０の負荷抵抗である。増幅器５１１は２段構成となっており、
受信部４０の出力を、初段の増幅器Ａｍｐ１、抵抗Ｒ２からなる増幅回路で電流増幅し、
後段の増幅器Ａｍｐ２、抵抗Ｒ３，Ｒ４からなる増幅回路で電圧増幅する。整流器５１２
は、コンデンサＣ１とＣ２，およびダイオードＤ１とＤ２から成り、半波倍電圧整流を行
う整流器を構成する。さらに、この内Ｃ２は、抵抗Ｒ５と共に、放電時のみ時定数を持っ
た不完全な平滑器５１３を構成する。ここで、トランジスタＴｒ１１と抵抗Ｒ１１は放電
回路を形成しており、検知終了時にＴｒ１１をＯＮさせてコンデンサＣ１とＣ２の残留電
荷を高速に放電させる役割を担う。これにより、次回検知までの待ち時間を短縮できる。
Ｔｒ１１のベースは、図２に示すＣＰＵ６０（図３では不図示）の出力ポートなどから制
御される。
【００３３】
　本回路は電源Ｖｃｃのみで動作する片電源回路となっているため、増幅器５１１の非反
転入力に適当な直流バイアス電圧Ｖｂを与えている。この直流バイアス電圧Ｖｂを増幅器
５１１の後段に伝えないため、前述のコンデンサＣ１が直流阻止機能を兼ねている。なお
、これらは回路構成の一例であり、これに制限されるものではない。例えば、片電源回路
ではなく両電源回路の構成であってもよいし、整流回路に関しても他の回路構成であって
もよい。また、トランジスタＴｒ１１はディジタルトランジスタやＦＥＴでもよいし、更
には、各定数の設定によっては、放電回路を省略できる場合もある。
【００３４】
　次に、図２を用いて説明した坪量検知センサの動作について、図４を用いて超音波の送
信信号及び受信信号、演算出力信号と、演算出力信号をサンプリングする動作について説
明する。なお、図４は記録媒体に対して超音波を照射した際の波形を示しており、縦軸は
出力電圧、横軸は時間を示している。
【００３５】
　図４において（ａ）は送信部３０に印加される駆動信号５４の波形を示している。駆動
信号は設定された周波数（本実施例では４０ｋＨｚ）の信号である。送信部３０はこの駆
動信号５４に応じて駆動され、空気中（媒質中）超音波を発生させる。（ｂ）は受信部４
０で受信された超音波受信信号の波形を示している。超音波送信信号が送信されてから所
定時間後に、徐々に出力が増加している。この所定時間は送信部３０と受信部４０との距
離や周囲の環境（温度、湿度）等によって変化する。（ｃ）は演算出力信号の波形を示し
ている。この演算出力信号は（ｂ）の受信信号が演算された信号である。そして、この演
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算信号の出力波形がリップル成分を持つ波形として出力されるように構成することが重要
であり、これが本実施例の特徴である。
【００３６】
　ＣＰＵ６０は、駆動信号５４を送信部３０に出力した時点（図４における駆動信号の発
生開始点Ｓ）から予め定められた一定時間経過後に演算出力信号（ｃ）のサンプリングを
開始し、超音波送信信号の周波数の一周期区間に演算出力信号のサンプリングを行う。こ
のようにサンプリング動作を行うと、演算出力信号（ｃ）における極大値を含む信号を検
出することができる。極大値を含む信号とはリップル成分を有する演算出力信号（ｃ）の
波形の丸印の部分である。そして、検出した信号から極大値を求めて、この値を用いて記
録媒体Ｐの坪量を判定する。本実施例では、サンプリングを開始するタイミングである一
定時間を１５０μｓとしている。この時間は実験的に得られた値であって、超音波センサ
の構成等が変更されれば、それに応じて適宜最適な値を設定すればよい。
【００３７】
　なお、本実施例の特徴であるリップル成分を有する演算出力信号（ｃ）を出力するのは
以下の理由による。
【００３８】
　送信部３０から受信部４０へ進行する超音波（以下進行波という）と、受信部４０で反
射した超音波（以下、反射波という）は、周波数及び速度が同等で波の進行方向が逆向き
である。これらが合成されて定在波と呼ばれる波が発生する。超音波を送信してから時間
が経過すると、送信部３０と受信部４０との間での多重反射が発生し、やがて超音波の出
力レベルが定常状態に安定する。この定在波は、進行波とは違い、その振幅が最大となる
位置または最小となる位置が一定である特性がある。そのため、定在波の振幅が最小とな
る個所（定在波の節ともいう）に記録媒体が位置していると記録媒体の振動が最小となる
。また、定在波の振幅が最大となる個所（定在波の腹ともいう）に記録媒体が位置してい
ると記録媒体の振動が最大となる。つまり、超音波の送信を開始し、出力レベルが定常状
態に安定するまで待ってからでは、記録媒体の位置のばらつきによって、受信信号が定在
波の影響を受けて変動する可能性がある。従って、演算出力信号のサンプリング区間は、
周囲からの反射波や送信部３０と受信部４０との間の定在波による影響が現れるよりも前
に設定することが重要であり、波形の立ち上がり部分に相当する区間に設定することが望
ましい。
【００３９】
　すなわち、サンプリング区間ｔの終了時刻をＴ１［ｓ］、超音波の送信部より受信部ま
での間の距離をＤ［ｍ］、超音波の送信部と記録媒体との距離をｄ＜Ｄ［ｍ］、空気中に
おける超音波の伝搬速度をｖ［ｍ／ｓ］、超音波の周波数をｆ［Ｈｚ］とすると、以下の
関係式を満たすように設定すればよい。なおｄは記録媒体の搬送状態によって変動する値
である。
Ｔ１－１／ｆ≦ｔ≦Ｔ１・・・式（１）
Ｔ１＜（Ｄ＋２ｄ）／ｖ・・・式（２）
Ｄ／ｖ＋ｎ／ｆ≦Ｔ１－１／ｆ　（ｎは０以上の整数）・・・式（３）
　式（１）におけるサンプリング区間ｔは、駆動信号の周波数の１周期の区間とすること
を示す。式（２）は、サンプリング終了時刻Ｔ２が、送信部から送信された超音波が記録
媒体で反射し、再び送信部３０で反射されて記録媒体を透過した後に受信部４０に到達す
るよりも前であることが必要なことを示している。
【００４０】
　なお、実際の装置においては送信部３０や受信部４０の設置条件等の制約があるため、
式（２）の条件では所望の出力が得られない場合もある。しかし、到達直後の一次反射波
は直接波よりもかなり減衰して振幅も小さいため、要求される検出精度に大きな影響を与
えない範囲で妥当なＴ１を設定すればよい。具体的には、式（３）における値（ｎ）を、
記録媒体の坪量を検出するのに必要な振幅が得られる範囲で可能な限り小さな値を取るこ
とが望ましい。
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【００４１】
　式（３）は、超音波が最初に受信部４０に到達するよりも後にサンプリングを開始する
前提条件に加え、記録媒体の有無、種類により最初の数周期の区間は超音波の減衰が大き
いため出力が得られない場合があることを考慮している。この数周期の区間について実験
を行って適切な値（ｎ）に設定する必要がある。本実施例においては、実験を行った結果
、ｎ＝３または４の値が最適であった。
【００４２】
　次に、極大値（図４参照）の検出方法について、図５のフローチャートを用いて以下に
説明する。
【００４３】
　ＣＰＵ６０は、超音波発信信号５２を送信制御部５０に送ると同時に、ＣＰＵ６０内の
カウンタ（図示せず）をスタートさせる（Ｓ１）。カウンタ値が予め設定されたサンプリ
ング開始時刻Ｔ１－１／ｆに達したかを判断し（Ｓ２）、達したと判断すると演算出力５
８のサンプリングを開始する（Ｓ３）。そして、演算出力５８は、ＣＰＵ６０内でＡ／Ｄ
変換された後にピークホールド（変換後のデータの最大値を保持）され、その値は別途Ｃ
ＰＵ内部のピークホールドレジスタ１０１に格納される（Ｓ３）。最初のピークを検出し
た（Ｓ４）時点Ｔｐから超音波の半周期１／２ｆ後、或いは測定開始から超音波の１周期
１／ｆ後の何れか早い時点でサンプリングを終了する（Ｓ５、Ｓ６－１，Ｓ６－２）。こ
れは、サンプリング区間ｔと演算出力５８の位相関係によっては極大値でない最大値をピ
ークホールドしてしまう場合を回避するための動作である。測定終了と同時にカウンタは
リセット部１０２でリセットされ（Ｓ７）、次の測定に備える。
【００４４】
　ここで、単純に受信波形のピークを求めるだけであれば、整流後の波形を平滑処理せず
にＣＰＵ６０に入力する方法もある。しかしながら、その場合は平滑処理を行わない為に
信号の振幅が小さくなり、ダイナミックレンジが充分でない状態で測定することになる。
つまり、記録媒体の坪量判別精度が得られないことになる。このため、上述したような平
滑器を用いて平滑処理を行い、且つ、リップル成分（周期的にピークが発生する積分信号
）を持たせた信号を演算して、その極大値を検出するようにしたのである。
【００４５】
　図６に、本実施例と比較するための一例として固定時間経過後の積分値（定常値）を用
いて坪量を測定した場合と、本実施例における立ち上がり波形のピーク（極大値）を用い
て坪量を判定した場合の実験結果の一例を示す。実験では、送信部３０からの記録媒体Ｐ
の位置を変更したときの演算部５１の受信信号レベルを測定した。図６のグラフの横軸は
、送信部３０と記録媒体Ｐの距離、縦軸は、演算部５１の出力である。固定時間後の積分
値を測定する方法では、センサと記録媒体Ｐとの距離に応じて、出力が周期的に変動して
いることがわかる。一方、本実施例における立ち上がり波形のピークを測定する方法では
、記録媒体の位置が変動しても、出力が変動せずに安定した値が測定できていることがわ
かる。
【００４６】
　また、図７は、本実施例を適用して得られた演算出力と坪量との関係を示す図である。
この図は本実施例を適用することによって６０［ｇ／ｍ２］～２２０［ｇ／ｍ２］までの
坪量が検知可能であることを示している。この図から、本実施例で説明した方式で得られ
た演算出力を使うことによって正確に坪量を検知できることがわかる。なお本実施例にお
ける坪量とは、記録媒体の単位面積当たりの質量であって、１平方メートル当たりの質量
として［ｇ／ｍ２］と表す。
【００４７】
　以上、本実施例によれば、超音波の受信信号をリップル成分を持たせるよう平滑処理し
、かつ、平滑処理して得られた信号の極大値を検出する。この極大値に基づいて記録媒体
の坪量を判定することによって、センサの周囲の部材からの反射や環境変動の影響を低減
しつつ、簡易な方法で、かつ、短時間で検出して、坪量判別精度を向上させることが可能
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となる。
【実施例２】
【００４８】
　本実施例においては、演算出力の立ち上がり波形を検知するタイミング以外の基本的な
構成は実施例１と同様であるため、基本的な構成に関する詳細な説明は省略する。本実施
例では、坪量検知センサの周囲の温度変化に応じて信号の検知タイミングを適切に設定す
る点が実施例１と異なる特徴である。
【００４９】
　一般に、媒質中を伝搬する超音波の速度ｖ（以下伝搬速度という）は、以下の通り表さ
れる。
ｖ＝３３１．５＋０．６０７ｋ［ｍ／ｓ］　（ｋ：摂氏温度［℃］）・・・式（４）
ここで、３３１．５［ｍ／ｓ］は、温度が０℃環境での音速であり、０．６０７［（ｍ／
ｓ）／℃］は、音速の温度係数である。すなわち、この式（４）は、温度変化によって速
度が変動することを示しており、周囲の温度変化が、坪量検知センサにおける演算出力の
検知タイミングにも影響を及ぼす。
【００５０】
　この式から、常温環境下に比べて高温環境下であれば演算出力波形が早く立ち上がり始
め、低温環境下では常温環境下に比べて演算出力波形遅く立ち上がり始めることがわかる
。つまり、ＣＰＵ６０における演算出力信号を検知するためのタイミングや検知のための
時間幅（以下検知ウィンドウと言う）を有る条件に固定してしまうと、温度変動の影響を
受けた場合に正しく波形のピークを検出できない可能性が考えられる。
【００５１】
　そこで、本実施例においては、記録媒体が無い状態で送信部３０から超音波を送信して
受信部４０で受信して出力を検知する第１の検知を行う。そして、第１の検知の結果から
超音波が送信部３０から送信されて受信部４０に到達するまでの時間を計測して、記録媒
体が存在する状態で、計測した時間経過後からの所定タイミングで演算出力のピークを検
知する第２の検知を行う。
【００５２】
　図８はこの第１の検知と第２の検知を行った時の演算出力波形を示している。図８の波
形ｃ１は、超音波の送信部３０と受信部４０との間に記録媒体がない状態での第一の検知
を行った際の演算出力波形である。このとき、超音波駆動信号を発生させた時刻（図８に
おける駆動信号の発生開始点０の時点）からカウンタ（不図示）によるカウントを開始さ
せ、演算出力が、予め設定された閾値Ｖｔｈを超えた時刻Ｔ０を測定する。なお、図７に
おいて縦軸は出力電圧、横軸は時間を示している。なおこの閾値Ｖｔｈは受信部の構成等
に応じて予め設定すればよい。
【００５３】
　次に、図８の波形ｃ２に示すように、超音波の送信部３０と受信部４０との間に記録媒
体がある状態で第２の検知を行う。このとき、第１の検知で測定したＴ０を起点とし、超
音波の駆動信号の周期Ｔの整数倍経過した後の半周期区間ｔの間（図のＴ１－Ｔ２間）、
演算出力信号を検知する。図の波形ｃ３は駆動信号と同周波数のクロック信号であり、Ｔ
０を起点に検知タイミングを設定するための信号である。図８の波形ｃ２ではＴ０から３
周期後の半周期区間で検知している例を示している。なお、半周期区間ｔは以下の式（５
）に示す範囲で設定する。
Ｔ０＋（２ｎ－１）×（１／２）Ｔ＜ｔ＜Ｔ０＋２ｎ×（１／２）Ｔ　（ｎは１以上の整
数）・・・式（５）
　このｔの範囲で演算出力信号の立ち上がり波形のピーク（極大値）Ｖ０が検出される。
これは、前述の閾値Ｖｔｈから半周期区間Ｔ／２の間に確実に立ち上がり波形のピーク（
極大値）が存在し、以降は、周期Ｔ毎にそれが繰り返されるためである。なお、坪量の大
きい記録媒体によっては、最初の数区間分に受信信号の減衰が大きくて出力が現れないこ
ともある。これを考慮し、例えば、上式中の整数ｎを図８の波形ｃ２に示す通りｎ＝３ま
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たは４等に設定して時刻Ｔ１―Ｔ２の間を検知区間とすれば、坪量を判別するために必要
なレベルの検知結果を得ることができる。
【００５４】
　本実施例と比較するための一例として、図９に固定時間経過後の積分値（定常値）を用
いて坪量を判別した場合の出力と坪量との関係を示す。図９に示されるように本実施例を
適用しない場合は、温度変化によって出力に変動が生じることがわかる。これでは誤検知
してしまう可能性が高い。
【００５５】
　また、図１０に本実施例を適用した場合の出力と坪量との関係を示す。図１０に示され
るように本実施例を適用すれば温度変化が生じても出力の変動が小さく安定して坪量判別
を行うことができることがわかる。
【００５６】
　なお、本実施例では、出力波形の検知区間をある半周期の一箇所としたが、坪量判別を
行う場合、一つの検知区間の検知結果のみを用いることに限定されない。例えば、式（５
）のｎを複数設定し、複数の検知区間からの複数の検知結果を用いて平均化処理などして
総合的に判別を行うように構成してもよい。
【００５７】
　以上、本実施例によれば、超音波の送信部と受信部との間に記録媒体が無い状態におけ
る演算出力信号が閾値Ｖｔｈを超える時刻を測定する。そして、記録媒体が存在する状態
で検知する際に、測定した時刻から駆動信号の周期の整数倍経過後の半周期区間ｔにおけ
る立ち上がり波形のピークを検出する。これにより、坪量検知センサの周囲環境、特に温
度変化の影響で演算出力信号の検知タイミングがずれてしまうことによる出力変動や誤検
知を低減、または、回避することができる。そして、記録媒体の坪量を短時間、かつ、高
い精度で判別することが可能となる。
【実施例３】
【００５８】
　本実施例において、検知結果の演算方法以外の基本的な構成は実施例１と同様であるた
め、基本的な構成に関する詳細な説明は省略する。
【００５９】
　本実施例においても、実施例１で説明したのと同様に、超音波の送信部３０及び受信部
４０に圧電素子を用いている。圧電素子を用いた構成では、温度変化によって超音波の伝
搬速度（実施例２の式（４）の速度ｖ）が変動する。また、気圧の変動によって圧電素子
からの出力電圧が変動する。本実施例は、特に、圧電素子からの出力電圧の変動の影響を
低減（またはキャンセル）するための演算方法に特徴がある。なお、気温変化による超音
波の伝搬速度の変動については、実施例２で説明した方法を用いればその影響を低減でき
る。
【００６０】
　まず、超音波の送信部３０と受信部４０との間に記録媒体が無い状態で第一の検知を行
い、第一の検知結果である演算出力信号の値（以下第一の検知結果をＤ１とする）をメモ
リ７０に記憶する。次に、送信部３０と受信部４０との間に記録媒体が存在する状態で第
二の検知を行う。そして、第二の検知結果である演算出力信号の値（以下第二の検知結果
をＤ２とする）を第一の検知結果である演算出力信号の値とを用いて以下の式（６）Ｄ１
で演算する。
Ｄｍ＝Ｄ２／Ｄ１・・・式（６）
この式は、第２の演算結果を第１の演算結果で除算することを示している。このように簡
易な演算処理の結果Ｄｍを坪量の判定ための値として使用する。これにより、温度変化に
よる圧電素子からの出力電圧の変動をキャンセルでき、記録媒体の坪量に相関を持った演
算出力の値を精度良く相対比較することが可能となる。
【００６１】
　以上、本実施例では、超音波の送信部と受信部との間に記録媒体が存在する状態での検
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知結果を、記録媒体が超音波の送信部と受信部との間に無い状態の検知結果で除算（規格
化ともいえる）する。これにより、気圧などの影響による圧電素子からの出力電圧の変動
を低減（または、キャンセル）することができ、記録媒体の坪量を高い精度で判別するこ
とが可能となる。
【実施例４】
【００６２】
　本実施例において、検知結果の利用方法以外の基本的な構成は実施例１乃至実施例３と
同様であるため、基本的な構成に関する詳細な説明は省略する。
【００６３】
　実施例１乃至３で説明した坪量検知センサを用いた記録媒体判別装置は、例えば、複写
機や画像形成装置等に適用することが可能である。本実施例では画像形成装置に適用した
際の具体例を説明する。なお、画像形成装置としては、図１１に示されるように、中間転
写体を採用し、複数の画像形成部を並列して構成した（タンデム方式ともいう）カラー画
像形成装置に適用する。図１１におけるカラー画像形成装置１の各構成は以下のとおりで
ある。
【００６４】
　＜記録媒体の給紙機構の構成＞
　記録媒体Ｐを収納する給紙カセット２及び給紙トレイ３、給紙カセット２もしくは給紙
トレイ３から記録媒体Ｐを搬送路にピックアップ及び給紙する給紙ローラ４及び給紙ロー
ラ４’。
【００６５】
　＜画像形成部の構成＞
　イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの各色の現像剤を担持する各感光ドラム１１Ｙ
、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｋ。感光ドラム１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｋを一様に所定の
電位に帯電するための各色用の一次帯電手段としての帯電ローラ１２Ｙ、１２Ｍ、１２Ｃ
、１２Ｋ。一次帯電手段によって帯電された感光ドラム１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｋ
上に各色画像データに対応したレーザ光を照射し、静電潜像を形成するための各色用の光
学ユニット１３Ｙ、１３Ｍ、１３Ｃ、１３Ｋ。感光ドラム１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１
Ｋ上に形成された静電潜像を可視化するための現像器１４Ｙ、１４Ｍ、１４Ｃ、１４Ｋ。
現像器１４Ｙ、１４Ｍ、１４Ｃ、１４Ｋ内の現像剤を感光ドラム１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ
、１１Ｋに送り出すための現像剤搬送ローラ（スリーブローラともいう）１５Ｙ、１５Ｍ
、１５Ｃ、１５Ｋ。感光ドラム１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｋ上に形成した画像を一次
転写する中間転写ベルト１７及び各色用の一次転写ローラ１６Ｙ、１６Ｍ、１６Ｃ、１６
Ｋ。
【００６６】
　中間転写ベルト１７を駆動する駆動ローラ１８。中間転写ベルト１７上に形成された画
像を記録媒体Ｐに転写するための二次転写ローラ１９。記録媒体Ｐを搬送させながら、記
録媒体Ｐに転写された現像剤像を融解定着させる定着ユニット２０。なお、感光ドラム１
１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｋ、帯電ローラ１２Ｙ、１２Ｍ、１２Ｃ、１２Ｋ、現像器１
４Ｙ、１４Ｍ、１４Ｃ、１４Ｋ、スリーブローラ１５Ｙ、１５Ｍ、１５Ｃ、１５Ｋはそれ
ぞれ各色毎に一体化されている。感光ドラムと帯電ローラと現像器とを一体化したものを
カートリッジといい、各色のカートリッジはカラー画像形成装置１に対して簡易に着脱で
きるよう構成されている。
【００６７】
　電子写真方式のカラー画像形成装置１は、電子写真プロセスを用いて最終的に記録媒体
Ｐ上に画像を形成する。
【００６８】
　まず、カラー画像形成装置１の画像形成動作における紙搬送の動作について説明する。
印刷する画像信号がカラー画像形成装置１に入力されると、記録媒体Ｐは給紙ローラ４も
しくは給紙ローラ４’によって、給紙カセット２もしくは給紙トレイ３からピックアップ
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され搬送路に送り出される。記録媒体Ｐは中間転写ベルト１７上に形成される画像と同期
を取るため、搬送ローラ５及び搬送対向ローラ６に一旦停止して待機する。その後、中間
転写ベルト１７上の画像の形成動作に同期して、記録媒体Ｐが搬送され、中間転写ベルト
１７上に形成された画像を搬送した記録媒体Ｐに転写する。記録媒体Ｐに転写された画像
は定着ローラ等から構成される定着ユニット２０によって熱定着され、記録媒体Ｐは排紙
ローラ２１によって不図示の排紙トレイに排紙され、画像形成動作を終了する。
【００６９】
　次に、電子写真方式による画像形成方法について説明する。中間転写ベルト１７上に形
成する画像の形成動作は、画像形成が開始されると、感光ドラム１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ
、１１Ｋは帯電ローラ１２Ｙ、１２Ｍ、１２Ｃ、１２Ｋによって、一定の電位に帯電され
る。受け取った画像信号にあわせて光学ユニット１３Ｙ、１３Ｍ、１３Ｃ、１３Ｋは、帯
電された感光ドラム１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｋ表面をレーザビームによって露光走
査して潜像を形成する。感光ドラム１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｋの表面に形成された
静電潜像は、現像器１４Ｙ、１４Ｍ、１４Ｃ、１４Ｋの及びスリーブローラ１５Ｙ、１５
Ｍ、１５Ｃ、１５Ｋにより夫々、単色現像剤像（可視画像）として現像される。これらの
感光ドラム１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｋは、中間転写ベルト１７と接触しており、中
間転写ベルト１７の回転と同期して回転する。現像された夫々の単色現像剤像は、一次転
写ローラ１６Ｙ、１６Ｍ、１６Ｃ、１６Ｋにより中間転写ベルト１７上に順に転写され、
多色の現像剤像となる。この多色現像剤像を中間転写ベルト１７から記録媒体Ｐ上に対し
て転写を行う。
【００７０】
　次に、図１２を用いて、実施例１乃至３で説明した記録媒体判別装置を用いた画像形成
装置の動作例について説明する。
【００７１】
　図１２は、ＣＰＵ６０が制御する各ユニットの構成を示す図である。図１２において、
ＣＰＵ６０は、坪量検知センサを構成する超音波の送信部３０及び受信部４０と、その周
辺回路である送信制御部５０および演算部５１の動作を制御する。また、各色用の光学ユ
ニット１３Ｙ、１３Ｍ、１３Ｃ、１３Ｋに含まれる不図示のポリゴンミラーやモータおよ
びレーザ６２Ｙ、６２Ｍ、６２Ｃ、６２ＫにＡＳＩＣ６１を介して接続される。そして、
ＣＰＵ６０は感光ドラム１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｋの表面に画像信号に応じた潜像
を形成するために、レーザの露光走査を制御する。同様に、記録媒体を搬送するための給
紙モータ６３、記録媒体を給紙するための給紙ローラの駆動開始に使用する給紙ソレノイ
ド６４、記録媒体が所定位置にセットされているか否かを検知する紙有無センサ６５、電
子写真プロセスに必要な１次帯電、現像、転写バイアスを制御する高圧電源６６、感光ド
ラムおよび転写ローラを駆動するドラム駆動モータ６７、中間転写ベルト１７および定着
ユニット２０のローラを駆動するためのベルト駆動モータ６８、定着ユニット２０および
低圧電源ユニット６９を制御する。さらに、ＣＰＵ６０によって定着ユニット２０内のサ
ーミスタ（図示せず）により温度をモニタし、定着温度を一定に保つ制御がなされる。
【００７２】
　また、ＣＰＵ６０は、バス等（図示せず）によりメモリ７０に接続されており、メモリ
７０には、これらの制御および実施例１乃至３で説明した動作をＣＰＵ６０が実行するた
めのプログラムおよびデータが格納される。すなわち、ＣＰＵ６０はメモリ７０に格納さ
れたプログラムおよびデータを用いて坪量検知センサの動作を含む画像形成装置全体の動
作を実行する。
【００７３】
　ＡＳＩＣ６１は、ＣＰＵ６０の指示に基づき、光学ユニット１３Ｙ、１３Ｍ、１３Ｃ、
１３Ｋ内部のモータ速度制御、給紙モータ６３の速度制御を行う。モータの速度制御は、
モータ（図示せず）からのタック信号（モータ１回転あたりに所定数出力される信号）を
検出して、タック信号の間隔が所定の時間となるようモータに対して加速または減速信号
を出力して速度制御を行う。このため、制御回路はＡＳＩＣ６１のハードウエアによる回
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路で構成したほうが、ＣＰＵ６０の制御負荷低減が図れるメリットがある。
【００７４】
　ＣＰＵ６０は、コンピュータ（不図示）からのプリントコマンドを受信すると、紙有無
センサ６５によって記録媒体の有無を判断する。判断の結果、紙有りの場合は、給紙モー
タ６３、ドラム駆動モータ６７、ベルト駆動モータ６８を駆動するとともに、給紙ソレノ
イド６４を駆動して記録媒体を搬送する。
【００７５】
　このような図１１のカラー画像形成装置１において、実施例１乃至３で説明した記録媒
体の坪量検知センサを適用する。具体的には坪量検知センサの送信部３０と受信部４０は
、搬送ローラ５及び搬送対向ローラ６の手前に記録媒体搬送路を挟むように配置されてお
り、記録媒体Ｐの坪量検知動作は、記録媒体Ｐが搬送ローラ５及び搬送対向ローラ６の手
前に停止している状態で行われる。
【００７６】
　ＣＰＵ６０は、給紙された記録媒体Ｐの判別結果（坪量の違い）に応じて、例えば、記
録媒体に現像剤像を定着する際の定着温度条件や搬送速度を変更するように制御する。例
えば、比較的坪量の大きい記録媒体では、熱容量が大きいので定着温度を高めに設定し、
一方、比較的坪量が小さい、つまり熱容量が小さい記録媒体は、定着温度を低めに設定し
て定着する。また、搬送速度の制御については、坪量の大きい記録媒体に対しては定着性
を高めるために搬送速度を遅く設定し、坪量の小さい記録媒体に対しては坪量が大きい場
合に比べて搬送速度を速く設定する。なお搬送速度の設定は、ＡＳＩＣ６１内の速度制御
レジスタ（不図示）の値をＣＰＵ６０によって設定しなおすことによって実現する。
【００７７】
　なお、ＣＰＵ６０で記録媒体Ｐの判別を行わずに、演算出力信号の値そのものに基づい
て上記の定着温度条件や搬送速度等を変更することも可能である。この場合は演算出力信
号の値とその値に対応した定着温度条件、搬送速度とを対応付けたテーブルをメモリ７０
に記憶しておけばよい。
【００７８】
　また、記録媒体の停止する位置は装置の構成によって種々変更可能であり、少なくとも
記録媒体Ｐに画像が形成（転写）される前の位置で検知できればよい。
【００７９】
　以上、本実施例では画像形成装置に坪量検知センサを適用して、記録媒体の坪量に応じ
て装置画像形成条件として例えば、定着温度条件や記録媒体の搬送速度などを記録媒体の
坪量毎に適正化できる。これにより、記録媒体の坪量に応じて、記録媒体に形成される画
像の画質の向上を図ることが可能となる。
【００８０】
　なお、本実施例では記録媒体を停止した状態で記録媒体に超音波を送信して坪量を検知
する動作について説明したが、記録媒体を搬送しながら超音波を送信して坪量を検知する
ことも可能である。搬送しながら検知する場合も、上記の実施例１～３に記載の坪量検知
センサを適用することができる。
【実施例５】
【００８１】
　本実施例において、検知結果の利用方法以外の基本的な構成は、実施例１乃至実施例４
と同様であるため、基本的な構成に関する詳細な説明は省略する。
【００８２】
　画像形成装置には、温度センサを機内に内蔵し、温度センサで検知された機内温度に基
づいて様々な制御を行っているものがある。機内温度の検知は、装置内の温度変化を検知
して画像形成条件などを制御するの重要な機能であるため専用の温度センサを機内に設け
ている。本実施例では、温度センサを機内に設けずに、超音波を用いた記録媒体判別装置
で温度検知を行う方法について説明する。
【００８３】
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　以下に、実施例２で説明した、超音波信号の伝搬速度（ｖ）の温度依存性を用いて、画
像形成装置中の機内温度を測定（推測）する方法を述べる。まず、工場出荷時など予め周
囲温度が一定温度（例えば２５℃）と分かっている状態において、超音波の送信部３０と
受信部４０との間に記録媒体が無い状態で検知を行い、駆動信号を発生させた時点から演
算出力信号を検出するまでの時間を測定する。この測定結果に基づき算出された温度情報
は、メモリ７０など画像形成装置内部の記憶装置に格納される。ここで言う検出のタイミ
ングは、実施例１で示したような立ち上がり波形のピーク（極大値）を検出したタイミン
グを例えばＴｐ１とする。なお、検出タイミングは実施例２で述べたＴ０でも構わない。
以下、検出タイミングをＴｐ１とした場合について説明する。
【００８４】
　次に、不明な周囲温度ｋの環境下で上記と同様の検知（立ち上がり波形のピークの検知
）を行い、その時のタイミングＴｐ２を測定する。ここで、Ｔｐ２とＴｐ１との差分を超
音波の送信部３０と受信部４０との間の距離Ｄ、周囲温度ｋを用いて、以下の通り式（７
）として表すことができる。
Ｔｐ２－Ｔｐ１＝Ｄ／（３３１．５＋０．６０７ｋ）－Ｄ／（３３１．５＋０．６０７×
２５）・・・式（７）
　この式（７）の方程式からｋを算出することで、算出したｋ＝周囲温度として求めるこ
とができる。
【００８５】
　このようにして求めた温度ｋに応じて、画像形成装置は様々な制御を行うことができる
。例えば、予め定められた期間毎に温度測定を行い、前回の測定結果からある一定温度以
上の変動があった場合に定着温度などの画像形成条件の変更等を細かく最適化することで
、温度の変動に依存せず最適な高画質な画像を得られるよう制御することもできる。
【００８６】
　また、本実施例によれば超音波の伝搬速度（ｖ）の温度依存性を利用することによって
、坪量検知センサの周囲の温度、すなわち画像形成装置の機内温度を演算によって求める
ことができ、機内に別途温度センサを用いることなく装置の低コスト化も可能となる。
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